
 

 

就労証明書の注意点 

就労証明書など保育を必要とすることが分かる書類は保護者の人数分（保護者が父母の場合、2人分）

が必要です。押印は不要です。記載内容の訂正の際は二重線にて訂正し、作成担当者もしくは作成担当

者の許可を得て訂正した本人のみ有効とします（訂正内容は勤務先等に確認させていただきます）。 

 

 

・就労証明書は就労を管理する責務を負う雇用主に記載をお願いしております。 

全国展開している会社等では本社で一括して就業を管理していない場合もあることから、支社等における代表者が雇用管理を任されており就労を

証明できる立場であれば受け付けております。その場合は必ず雇用管理を任されている方の役職等も併記してください。 

ただし、支社等の雇用管理を任されていることが分かるものとして追加の書類や雇用契約書等により確認させていただく場合もございますので、

よろしくお願いします。 

証明日のないものは無効です

ので受付できません。 
※利用希望月から起算して６か
月以内のものが有効です。 
（例：令和7年 4月申込の場合、令和

6年 10月 1日以降の証明日が有効） 

 

③雇用（予定）期間の有期/無期は記載していますか？ 

有期雇用の場合、⑮の雇用期間満了後の更新予定につ

いても記入が必要です。 

⑥月間・週間の就労時間が分かる

ように記入されていますか？ 

固定就労者は⑥の上段に記載。 

シフト制等の変則就労者は⑥の

下段に記入してください。 

③就労開始予定で就労証明書を市に提出した場合、 

就労開始後に再度就労証明書を提出して下さい。 

※証明日より雇用期間の開始日が後の日付の場合は 

 就労内定とみなします。 

⑨育児休業等を取得中の場合は、⑯・⑰について

も記入が必要です。 

⑦直近の過去3か月分の日数があるかを 

確認してください。 

・就労実績がない場合は見込の日数 

・産後休暇や育児休業等から職場復帰予定 

の場合は取得前に就労した実績を記入 


